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在沖米軍兵による性的暴行事件等について（抗議）

昨年12月に米空軍兵による16歳未満の少女に対するわいせつ誘拐、不同意

性交等事件が、また、今年５月に米海兵隊員による女性に対する不同意性交

等致傷事件が発生しました。

米軍兵士によるこのような非人間的で卑劣な犯罪は、女性の人権や尊厳を

蔑ろにする重大かつ悪質なものであり、断じて許すことはできず、強い憤り

を禁じ得ません。また、このような悪質な事件が立て続けに発覚したこと

は、県民に強い不安を与えるものです。

特に、12月に発生した事件は未成年者誘拐事件でもあり、本来であれば子

どもたちを誘拐から守ることを最優先に、直ちに関係機関、地域が連携して

安全確保に取り組むべき事案であったと考えます。しかしながら、沖縄県そ

の他地元自治体に一切の連絡がなく、結果、本協議会として何ら対応をとる

ことができなかったことは、極めて大きな問題であると考えております。

ついては、事件に強く抗議するとともに、このような事件が二度と起きな

いよう、下記の事項について要請します。

記

１ 日米両政府において、より実効性のある再発防止策を早急に講じ、その

内容を県民に公表すること。

２ リバティ制度における外出制限措置の更なる厳格化を図るとともに、在

沖米軍兵士に対する教育や管理を徹底させること。

３ 日米両政府において、被害者に対する適切な補償を遅滞なく実施するこ

と。

４ 平成29年４月以降開催されていない「米軍人・軍属等による事件・事故

防止のための協力ワーキングチーム（CWT）」を速やかに開催すること。

また、新しいフォーラムについては、県、地元自治体の意見を反映さ

せ、早期に開催すること。

５ 米軍人等による事件・事故について、沖縄県その他地元自治体への通報

を徹底すること。


